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2016年 12月 14日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 ア ウ ト ソ ー シ ン グ 

代表者名 代表取締役会長兼社長 土井 春彦 

 （コード番号：2427 東証第一部） 

問合せ先 
取 締 役 副 社 長 

経営管理本部管掌 
鈴木 一彦 

電 話 0 3－ 3 2 8 6－ 4 8 8 8（代表） 

 

 

ドイツ Orizon Holding GmbHの株式取得（孫会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、2016 年 12 月 14 日付の取締役会において、当社子会社の OSI Holding Germany GmbH （以下、OSI 

Holding Germany）が Orizon Holding GmbH（以下、Orizon Holding）の株式を取得することを決議いたしま

したので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

当社グループでは、これまでメーカーの生産効率向上を目的とした生産アウトソーシング事業をコア事業と

して成長してまいりました。同事業は、顧客メーカーの生産変動の影響を受け易く、非常にボラティリティの

高いビジネスであるため、リーマンショック級の環境変化が再来しても耐え得る更なるヘッジとして、中期経

営計画「Vision 2017:Vector to the New Paradigm」を掲げ、製造分野と異なる景気サイクルの事業分野の拡

充や、景気や環境変化の影響を受けにくいビジネスへの進出をグローバル規模で推進し、変動リスクを平準化

させながら事業拡大を進めてまいりました。その一環として、国内ではコンビニ業界向け事業や米軍基地向け

事業に、グローバルでは豪州や英国で公的サービスの民間委託市場に進出いたしました。これらの積極的な事

業推進の結果、「Vision 2017 : Vector to the New Paradigm」において、最終年度に掲げた2017年12月期の

売上高1,300億円を１年前倒しで今期達成する見通しとなり、本年７月29日、新中期経営計画「VISION 2020: 

新フロンティア創出への挑戦」を策定いたしました。新中期経営計画では、リーマンショック以降、国内外の

マクロ環境が目まぐるしく変化するなか、当社グループをいかなる事業環境にも打ち克つ強い企業体へと進化

させていくことを目標に掲げております。この戦略における次なるターゲットの一つとして、欧州有数の工業

国ドイツで製造系事業への進出機会をはかっておりました。 

Orizon Holdingは、ドイツで第８位の規模をもつ人材派遣企業であり、機械業界、航空機業界や医薬業界を

始めとした製造事業者向けの人材派遣に強みを持っています。特に「Mittelstand」と言われるドイツの中堅

企業向けに非常に幅広い顧客基盤を有しており、ドイツ南部を中心に同国内に広範なネットワークを構築して

います。近年においては、将来の事業成長を実現するために、最新鋭のIT技術を駆使した組織の効率化を図っ

ており、同業他社と比較して収益性も高く、今後の更なる成長が期待されます。 

本件により、当社グループは東欧等の工業が盛んな欧州各国への事業展開が可能となります。今後は、欧州

を拠点とした一層の海外展開を進め、当社グループの優れたアウトソーシングサービスをグローバル提供でき

る体制を構築し、事業安定化と拡大の両立を加速させてまいります。 
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２．株式を取得する子会社（OSI Holding Germany）の概要 

（１） 名 称 OSI Holding Germany GmbH 

（２） 所 在 地 Kurt-Schumacher-Street. 18-20, 53113 Bonn, Germany 

（３） 代表者の役職・氏名 Managing Director, 中本 敦 

（４） 事 業 内 容 法人の設立、取得、保有及び経営参画 

（５） 資 本 金 EUR 25,000 

（６） 設 立 年 月 日 2016年８月３日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社アウトソーシング 100% 

 

３．異動する孫会社（Orizon Holding）の概要 

（１） 名 称 Orizon Holding GmbH 

（２） 所 在 地 Berliner Allee 28 c, 86153 Augsburg, Germany 

（３） 代表者の役職・氏名 CEO, Dr.Dieter Traub 

（４） 事 業 内 容 持株会社 

（５） 資 本 金 EUR 200,000 

（６） 設 立 年 月 日 2006年 10月 18日 

（７） 大株主及び持株比率 Orizon Luxembourg SARL 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

人 的 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

取 引 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 （単位：千 EUR） 

決算期 2013年 12月期 2014年 12月期 
2015年 12月期 

（未監査） 

 連 結 純 資 産 46,934 47,112 47,117 

 連 結 総 資 産 308,833 308,602 308,407 

 1 株 当 た り 連 結 純 資 産 6,705 6,730 6,731 

 連 結 売 上 高 245,818 247,698 265,815 

 連 結 営 業 利 益 6,293 7,585 12,457 

 連 結 税 引 前 当 期 純 利 益 2,079 3,023 4,392 

 連 結 当 期 純 利 益 75 625 1,828 

 1 株 当 た り 連 結 当 期 純 利 益 11 89 261 

 １ 株 当 た り 配 当 金 - - - 

 

※Orizon Holdingの主要子会社の概要は以下のとおりです。 

（１） 名 称 Orizon GmbH 

（２） 所 在 地 Berliner Allee 28 c, 86153 Augsburg, Germany 

（３） 代表者の役職・氏名 CEO, Dr.Dieter Traub 

（４） 事 業 内 容 人材派遣、請負、人事コンサルティング事業等 

（５） 資 本 金 EUR 240,000 

（６） 設 立 年 月 日 2012年 10月 9日 

（７） 大株主及び持株比率 Orizon Holding GmbH     100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

人 的 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

取 引 関 係 記載すべき該当事項はありません。 
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４．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 Orizon Luxembourg SARL 

（２） 所 在 地 1A Rue Thomas Edison, L-1445 Strassen, Luxembourg 

（３） 代表者の役職・氏名 

Manager A, Frank Przygodda 

Manager A, Damien Beckel 

Manager A, Manfred Schneider 

Manager B, Kay Ashton 

Manager B, Neil P. MacDougall 

（４） 事 業 内 容 Orizon Holding GmbHの持株会社 

（５） 資 本 金 EUR 40,775,000 

（６） 設 立 年 月 日 2006年 6月 13日 

（７） 純 資 産 EUR 3,362,508 

（８） 総 資 産 EUR 3,433,899 

（９） 大株主及び持株比率 Silverfleet Capital Partners LLPが運営するファンド     100％ 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該会社 との関 係 

資 本 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

人 的 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

取 引 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
記載すべき該当事項はありません。 

 

５．取得株式数、取得対価及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 
Orizon Holding GmbH: 0株 

（議決権所有割合：0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
Orizon Holding GmbH: 7株 

（議決権所有割合：100％） 

（３） 取 得 対 価 

取得対価（概算額） 

アドバイザリー費用等（概算額） 

合計（概算額） 

8,889百万円 

 900百万円 

9,789百万円 

（４） 異動後の所有株式数 
Orizon Holding GmbH: 7株 

（議決権所有割合：100％） 

(注) １EUR当たり 120円で換算しています。 

 

６．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2016年12月14日 

（２） 契 約 締 結 日 2016年12月14日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 脚注参照 

(注) 本件の実行は、ドイツその他必要な各国の各種承認手続の完了後となりますが、2017 年６月 30 日まで

に実行予定です。 

 

７．今後の見通し 

本件に伴う当社グループの 2016 年 12 月期連結業績見通し及び中期経営計画への影響につきましては、

本日（2016 年 12 月 14 日）発表の「通期業績予想の修正に関するお知らせ」及び「中期経営計画『VISION 

2020: 新フロンティア創出への挑戦』の一部改定に関するお知らせ」に織り込んでおります。 

 

以 上 


